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連結経営指標等 

  

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第70期及び第70期第３四半期連結累計期間に係る潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につい

ては、１株当たり四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。第70期第３四半期連結会計期間に係

る潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。第71期第３四半期連結累計期間に係る潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第71期

第３四半期連結会計期間に係る潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期 

第３四半期連結 
累計期間

第71期 
第３四半期連結 

累計期間

第70期 
第３四半期連結 

会計期間

第71期 
第３四半期連結 

会計期間
第70期

会計期間

自  平成20年 
    ４月１日 
至  平成20年 
    12月31日

自  平成21年 
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成20年 
    10月１日 
至  平成20年 
    12月31日

自  平成21年 
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成20年 
    ４月１日 
至  平成21年 
    ３月31日

売上高 (千円) 17,624,382 16,028,947 6,375,708 5,734,675 23,283,982

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 55,917 △153,586 187,425 179,051 △88,747

四半期純利益又は 
四半期(当期)純損失 
(△)

(千円) △20,655 △366,159 76,521 124,158 △667,418

純資産額 (千円) ― ― 16,239,781 15,126,045 15,512,587

総資産額 (千円) ― ― 23,304,452 21,560,684 22,754,933

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,695.56 2,510.82 2,574.88

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期(当
期)純損失金額(△)

(円) △3.43 △60.78 12.70 20.61 △110.78

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 69.7 70.2 68.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 207,014 △148,929 ― ― 675,235

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △377,683 △180,760 ― ― △458,045

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △298,775 △164,895 ― ― △318,835

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,604,059 3,477,273 3,971,858

従業員数 (名) ― ― 647 645 644



 

当第３四半期連結会計期間において、当企業グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成21年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

  

平成21年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名) 645(372)

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 470(188)



当企業グループは、製商品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断いたしまして、同

種・同系列の各種照明器具を専ら製造販売しておりますので、事業の種類別セグメント情報を記載して

おりません。また、生産・販売品目が多種多様にわたり、かつ同一生産設備で多品種の製造を行ってお

り、販売につきましても、特定の部門等に分類する事が困難であるため、機種別に区分しております。 

当第３四半期連結会計期間における生産実績を機種別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価額で表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績を機種別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価額で表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当企業グループは、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

① 生産実績

機種別 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

白熱灯照明器具 658,055 △27.5

蛍光灯照明器具 2,585,980 △3.0

高圧放電灯照明器具・その他 514,033 33.0

計 3,758,069 △5.1

② 商品仕入実績

機種別 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

白熱灯照明器具 530,580 △37.7

蛍光灯照明器具 607,414 △3.9

高圧放電灯照明器具・その他 622,022 △24.5

計 1,760,017 △23.7

(2) 受注実績



当第３四半期連結会計期間における販売実績を機種別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要顧客(総販売実績に対する割合が10％以上)に該当するものはありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機を背景とした景気低迷が続く

中、政府の景気浮揚策等により、一部には景気持ち直しの動きが見られたものの、設備投資の低迷や個

人消費の落ち込みなど、引き続き厳しい状況となっております。 

当企業グループの業績に大きな影響を与える建設投資においても、やや減少幅は縮小したものの、住

宅、非住宅とも着工の低迷が続いております。 

このような状況の中、当企業グループにおいては、今春発売したLED照明器具をはじめとする省エネ

型の照明器具新製品に加え、10月にもLED照明器具等の新製品を発売し、拡売を図るとともに、コスト

ダウンや経費削減に努めてまいりました。 

この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は5,734百万円(前年同四半期比10.1％減)、営業利益

145百万円(前年同四半期比20.6％減)、経常利益179百万円(前年同四半期比4.5％減)、四半期純利益は

124百万円(前年同四半期比62.3％増)となりました。 

機種別の業績は、次のとおりであります。 

なお、当企業グループは、製商品の種類、性質、製造方法、販売市場等類似性から判断して、同種・

同系列の各種照明器具を専ら製造販売しておりますので、事業のセグメントごとの業績を金額あるいは

数量で記載しておりません。従いまして、業種につきましては機種別の分類区分ごとに金額を記載する

こととしており、所在地別セグメントにつきましては、全セグメントの売上高の合計額に占める「本

邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

白熱灯照明器具につきましては、省エネ施策として、本年発行のカタログより白熱灯一般電球搭載

照明器具の掲載を大幅に削減し、蛍光灯照明器具やLED照明器具への切り替えを進めております。 

この結果、売上高は前年同四半期に比べ22.8％減の1,285百万円となりました。 

蛍光灯照明器具につきましては、住宅用及び施設用の高効率型器具拡販に努めてまいりました。ダ

ウンライト等、白熱ランプから電球形蛍光ランプ搭載器具へのシフトも確実に進んでおりますが、建

設投資低迷の影響を受ける結果となりました。 

(3) 販売実績

機種別 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

白熱灯照明器具 1,285,475 △22.8

蛍光灯照明器具 3,326,049 △7.9

高圧放電灯照明器具・その他 1,123,150 2.3

計 5,734,675 △10.1

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

（白熱灯照明器具）

（蛍光灯照明器具）



 

この結果、売上高は前年同四半期に比べ7.9％減の3,326百万円となりました。 

高圧放電灯照明器具・その他につきましては、店舗・施設等の物件受注の減少から特注品の販売が

減少いたしましたが、10月にも新製品を発売し、品揃えを大幅に増やしたLED照明器具の販売は、ダ

ウンライトやアウトドアライトを中心に伸長いたしました。 

この結果、売上高は前年同四半期に比べ2.3％増の1,123百万円となりました。 

  

① 資産 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて

1,194百万円減少し21,560百万円となりました。これは主に現金及び預金の減少494百万円や生産計

画見直しによる在庫圧縮によって商品及び製品が471百万円減少したこと等によるものです。 

② 負債 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べて807

百万円減少し6,434百万円となりました。これは主に大幅な生産調整による仕入高の減少に伴い支

払手形及び買掛金が649百万円減少したこと等によるものです。 

③ 純資産 

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べて

386百万円減少し15,126百万円となりました。これは主に四半期純損失366百万円及び剰余金の配当

150百万円があったことに等によるものです。 

  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、第２四

半期連結会計期間末に比べ394百万円増加し3,477百万円となりました。当第３四半期連結会計期間にお

ける各キャッシュ・フローの状況及び主な要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は489百万円(前年同四半期は216百万円の増加)となりました。この主な

要因は、減価償却費の計上149百万円やたな卸資産の減少257百万円及び仕入債務の増加160百万円に

よる資金の増加に対して、売上債権の増加による支出241百万円により資金が減少したこと等による

ものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は62百万円(前年同四半期は121百万円の減少)となりました。この主な

要因は、有形固定資産の取得による支出61百万円により資金が減少したこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は32百万円(前年同四半期は106百万円の減少)となりました。この主な

要因は、配当金の支払による支出26百万円により資金が減少したこと等によるものです。 

  

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、177百万円であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。 

  

（高圧放電灯照明器具・その他）

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動



 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,941,000

計 28,941,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年12月31日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,611,000 7,611,000 ジャスダック証券取引所 単元株式数 100株

計 7,611,000 7,611,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 

(株)

資本金増減額 
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 

(千円)

平成21年12月31日 ― 7,611,000 ― 3,105,500 ― 2,890,655

(5) 【大株主の状況】



当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。 

平成21年９月30日現在 

 
  

平成21年９月30日現在 

 
  

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 1,586,600

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,015,300 60,153 ―

単元未満株式 普通株式 9,100 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 7,611,000 ― ―

総株主の議決権 ― 60,153 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 

所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
オーデリック㈱

東京都杉並区宮前一丁目17番５号 1,586,600 ― 1,586,600 20.85

計 ― 1,586,600 ― 1,586,600 20.85



 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。  

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 609 715 589 602 620 605 580 546 600

最低(円) 511 521 537 534 540 565 538 486 494

３ 【役員の状況】



 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について



 

１ 【四半期連結財務諸表】

 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 3,778,276 4,272,858 

受取手形及び売掛金 ※3 4,051,355 4,142,711 

商品及び製品 3,364,266 3,835,841 

仕掛品 180,705 179,334 

原材料及び貯蔵品 574,942 498,497 

その他 399,621 300,888 

貸倒引当金 △5,180 △5,100 

流動資産合計 12,343,986 13,225,031 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額） ※1 4,457,711 ※1 4,668,566 

機械装置及び運搬具（純額） ※1 171,806 ※1 201,869 

土地 2,098,147 2,098,147 

その他（純額） ※1 285,028 ※1 345,547 

有形固定資産合計 7,012,694 7,314,131 

無形固定資産 1,163,901 1,155,279 

投資その他の資産 

投資有価証券 748,117 750,696 

その他 314,785 315,107 

貸倒引当金 △22,800 △5,312 

投資その他の資産合計 1,040,102 1,060,491 

固定資産合計 9,216,697 9,529,902 

資産合計 21,560,684 22,754,933 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 3,854,198 4,503,415 

短期借入金 4,296 4,960 

未払法人税等 39,135 79,614 

賞与引当金 74,690 279,997 

その他 874,333 829,135 

流動負債合計 4,846,653 5,697,122 

固定負債 

長期借入金 33,692 36,914 

退職給付引当金 362,162 309,055 

役員退職慰労引当金 125,344 117,503 

その他 1,066,785 1,081,751 

固定負債合計 1,587,985 1,545,223 

負債合計 6,434,638 7,242,346 



  

 
（単位：千円） 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部 

株主資本 

資本金 3,105,500 3,105,500 

資本剰余金 2,890,655 2,890,655 

利益剰余金 10,488,129 11,004,902 

自己株式 △1,393,299 △1,393,166 

株主資本合計 15,090,985 15,607,891 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 35,060 △95,303 

評価・換算差額等合計 35,060 △95,303 

純資産合計 15,126,045 15,512,587 

負債純資産合計 21,560,684 22,754,933 



  

(2) 【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円） 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 17,624,382 16,028,947 

売上原価 11,012,969 10,116,549 

売上総利益 6,611,413 5,912,397 

販売費及び一般管理費 ※1 6,584,517 ※1 6,143,721 

営業利益又は営業損失（△） 26,895 △231,323 

営業外収益 

受取利息 6,257 403 

受取配当金 24,633 19,250 

デリバティブ評価益 － 12,162 

助成金収入 － 30,635 

その他 23,523 28,990 

営業外収益合計 54,413 91,441 

営業外費用 

支払利息 6,505 4,600 

投資事業組合運用損 － 3,101 

デリバティブ評価損 10,872 － 

その他 8,014 6,001 

営業外費用合計 25,392 13,704 

経常利益又は経常損失（△） 55,917 △153,586 

特別利益 

貸倒引当金戻入額 1,278 － 

特別利益合計 1,278 － 

特別損失 

固定資産除却損 8,866 11,588 

投資有価証券評価損 13,529 146,440 

事業整理損 － ※2 34,680 

会員権売却損 － 300 

特別損失合計 22,395 193,009 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△） 

34,799 △346,595 

法人税、住民税及び事業税 67,279 35,490 

法人税等調整額 △11,824 △15,926 

法人税等合計 55,455 19,563 

四半期純損失（△） △20,655 △366,159 



  

【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円） 

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 6,375,708 5,734,675 

売上原価 3,965,739 3,601,003 

売上総利益 2,409,968 2,133,672 

販売費及び一般管理費 ※1 2,226,926 ※1 1,988,411 

営業利益 183,042 145,260 

営業外収益 

受取利息 1,279 9 

受取配当金 1,822 1,586 

受取賃貸料 2,277 2,870 

デリバティブ評価益 － 2,434 

助成金収入 － 22,488 

その他 5,537 5,652 

営業外収益合計 10,917 35,040 

営業外費用 

支払利息 1,956 1,249 

デリバティブ評価損 3,650 － 

その他 927 － 

営業外費用合計 6,534 1,249 

経常利益 187,425 179,051 

特別利益 

貸倒引当金戻入額 － 1,070 

特別利益合計 － 1,070 

特別損失 

固定資産除却損 7,826 7,650 

投資有価証券評価損 13,529 13,695 

事業整理損 － ※2 34,680 

特別損失合計 21,356 56,026 

税金等調整前四半期純利益 166,068 124,095 

法人税、住民税及び事業税 30,812 △1,336 

法人税等調整額 58,734 1,272 

法人税等合計 89,546 △63 

四半期純利益 76,521 124,158 



  

(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△） 

34,799 △346,595 

減価償却費 475,248 445,221 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,305 17,567 

受取利息及び受取配当金 △30,890 △19,653 

支払利息 6,505 4,600 

デリバティブ評価損益（△は益） 10,872 △12,162 

固定資産除却損 8,866 11,588 

事業整理損失 － 34,680 

投資有価証券評価損益（△は益） 13,529 146,440 

売上債権の増減額（△は増加） 184,788 91,355 

たな卸資産の増減額（△は増加） △794,664 393,760 

仕入債務の増減額（△は減少） 432,737 △644,137 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,334 53,107 

その他 △117,329 △251,908 

小計 229,491 △76,136 

利息及び配当金の受取額 30,770 19,544 

利息の支払額 △1,662 △809 

法人税等の支払額 △51,584 △91,528 

営業活動によるキャッシュ・フロー 207,014 △148,929 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の払戻による収入 1,002 － 

定期預金の預入による支出 △1,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △325,919 △150,311 

無形固定資産の取得による支出 △51,766 △32,235 

その他 － 1,786 

投資活動によるキャッシュ・フロー △377,683 △180,760 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入れによる収入 43,000 － 

長期借入金の返済による支出 △44,660 △3,886 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8,469 △13,485 

自己株式の取得による支出 △101 △133 

配当金の支払額 △288,544 △147,390 

財務活動によるキャッシュ・フロー △298,775 △164,895 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △469,444 △494,585 

現金及び現金同等物の期首残高 4,073,503 3,971,858 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,604,059 ※ 3,477,273 



該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

 
  

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）
 前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「投資事業組合運用損」は、営業外
費用の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第３四半
期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「投資事業組合運用損」は 1,294千円であります。

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

１ たな卸資産の評価方法
 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿
価切下げを行う方法によっております。

２ 経過勘定項目の算定方法
 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。

３ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法
 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に
よっております。 
 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等発生
状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ
ランニングを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

【追加情報】



  

 
  

  

 
  

  

 
  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

10,751,832千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

10,537,270千円

 

 ２ 保証債務

次のとおり従業員の銀行借入に対して保証を行っ
ております。

 従業員 21,034千円
 

 ２ 保証債務

次のとおり従業員の銀行借入に対して保証を行っ
ております。

 従業員 23,232千円

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含

まれております。

 受取手形 64,524千円

※３     ―――――――

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 荷造運送費 1,059,270千円

 広告宣伝費 629,150千円

 給料及び諸手当 2,173,037千円

 賞与引当金繰入額 71,550千円

 退職給付費用 166,091千円

 役員退職慰労引当金繰入額 7,863千円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 荷造運送費 951,296千円

 広告宣伝費 588,823千円

 給料及び諸手当 2,093,781千円

 賞与引当金繰入額 57,668千円

 退職給付費用 212,115千円

 役員退職慰労引当金繰入額 7,841千円

 貸倒引当金繰入額 17,578千円

※２ 事業整理損は、連結子会社オーデリック貿易株式

会社高崎硝子工場の閉鎖に伴うものであります。

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 荷造運送費 390,133千円

 広告宣伝費 202,565千円

 給料及び諸手当 715,150千円

 賞与引当金繰入額 71,550千円

 退職給付費用 56,476千円

 役員退職慰労引当金繰入額 2,659千円

 貸倒引当金繰入額 387千円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

 荷造運送費 329,264千円

 広告宣伝費 188,009千円

 給料及び諸手当 688,342千円

 賞与引当金繰入額 57,668千円

 退職給付費用 70,124千円

 役員退職慰労引当金繰入額 2,613千円

※２ 事業整理損は、連結子会社オーデリック貿易株式

会社高崎硝子工場の閉鎖に伴うものであります。



 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,905,059千円

預入期間が３か月超の定期預金 △301,000千円

現金及び現金同等物 3,604,059千円
 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,778,276千円

預入期間が３か月超の定期預金 △301,002千円

現金及び現金同等物 3,477,273千円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期 

連結会計期間末

普通株式(株) 7,611,000

株式の種類
当第３四半期 

連結会計期間末

普通株式(株) 1,586,657

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 120,491 20.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

平成21年11月６日 
取締役会

普通株式 30,121 5.00 平成21年９月30日 平成21年12月10日 利益剰余金



前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年12月31日) 

当企業グループは、製商品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断いたしまして、同

種・同系列の各種照明器具を専ら製造販売しておりますので、事業の種類別セグメント情報は記載して

おりません。 

  

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年

４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21

年12月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

  

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

  

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)



１  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期連結累計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

 
2,510.82円

 
2,574.88円

項目
当第３四半期 

連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 15,126,045千円 15,512,587千円

普通株式に係る純資産額 15,126,045千円 15,512,587千円

普通株式の発行済株式数 7,611,000株 7,611,000株

普通株式の自己株式数 1,586,657株 1,586,419株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数 6,024,343株 6,024,581株

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

 
１株当たり四半期純損失金額 3.43円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、四半期純損失を計上しているため記載してお
りません。

 
１株当たり四半期純損失金額 60.78円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純損失(△) △20,655千円 △366,159千円

普通株式に係る四半期純損失(△) △20,655千円 △366,159千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式の期中平均株式数 6,024,690株 6,024,433株



第３四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

  

  

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

 
１株当たり四半期純利益金額 12.70円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益金額 20.61円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純利益 76,521千円 124,158千円

普通株式に係る四半期純利益 76,521千円 124,158千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式の期中平均株式数 6,024,645株 6,024,364株

(重要な後発事象)

(リース取引関係)



 

第71期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年11月６日開催の取

締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議し、配当を行っております。 

 
  

２ 【その他】

① 配当金の総額 30,121千円

② １株当たりの金額 5.00円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月10日



 
該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

平成21年２月13日

オーデリック株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオ

ーデリック株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オーデリック株式会社及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    戸 塚 輝 夫    印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    伊 藤 恭 治    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成22年２月８日

オーデリック株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオ

ーデリック株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オーデリック株式会社及び連結子会社の平

成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    戸 塚 輝 夫    印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    伊 藤 恭 治    印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    野 田 裕 一    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


